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①被災者の「震災の影響を乗り越えた」という意識の進行 
     震災というできごとの影響度と生活復興感との関係についてみると、震災とい

うできごとが現在の生活に影響を与えていない（震災の影響を乗り越えた）と感
じている人ほど、生活復興感が高まることが、2003 年調査に引き続き実証された。 

図 3-5 生活復興過程の鳥瞰図（2005 年生活復興調査結果の概要） 

図 3-6 生活復興過程の鳥瞰図（2003 年生活復興調査結果の概要） 

復興過程

復興過程



 129

 

     「震災の影響を乗り越えた」感とは、具体的には、日常性が回復したこと（自
立（回復））、被災体験に対して否定的でないこと（再興途上）、震災がそもそも人
生の転機と感じられていないこと（人生の転機）、現在は肯定的な方向に進んでい
ると感じられること（肯定的体験）である。 

     また、「震災の影響を乗り越えた」感は、生活再建課題７要素の「すまい（すま
い満足度）」、「くらしむき（家計）」、「こころとからだ（ストレス）」から影響を受
けていた。すなわち、すまいやくらしむきが安定し、こころやからだのストレス
が低い人ほど、震災の影響を乗り越えたという意識が強まり、生活復興感が向上
するのである。これについても 2003 年調査に引き続き実証された。 
なお、図 3-4 の詳細な因果モデル図を参照すると、こころとからだのストレス

が高い人は、南海・東南海地震が発生した場合の被害について、悲観的な予測を
する傾向にあることもあわせてわかった。 

     次に、2003 年モデルからの変化についてみると、2003 年モデルでは、震災によ
る家屋や家財の被害程度は、被災者の生活復興感の度合いを左右する大きな要因
となっていたが、2005 年モデルでは、被害程度と生活復興感にはもはや直接的な
因果関係はなくなっていた。 
すなわち、震災から 10年が経過し、被災者の住宅再建などが進んだこともあり、
被災者の生活復興感の度合いを左右する要因は、もはや震災による家屋被害等の
大小ではなく、現在のすまいの満足度や家計の状況、ストレスの有無などの要因
が大きくなってきており、被災者の「震災の影響を乗り越えた」という意識が進
行している実態がうかがえる（図 3-7 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7 2003 年生活復興モデルから 2005 年生活復興モデルへの変化（１） 
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   ②「震災体験の肯定的評価」の重要性 
     震災というできごとの評価と生活復興感との関係についてみると、震災体験を

現在では肯定的に評価している人ほど、生活復興感が高まることが、2003 年調査
に引き続き実証された。 

     「震災体験を肯定的に評価」しているとは、具体的には、震災体験を肯定的に
意味づけしていること（自立（奮闘中））、震災が人生の転機になったと感じてい
ること（人生の転機）、現在は肯定的な方向に進んでいると感じていること（肯定
的体験）である。 

     なお、「震災体験の評価」は、「重要他者（自分の人生を肯定的にとらえ直すき
っかけとなった人）との出会い」があったかどうかによって大きな影響を受けて
いた。また、「重要他者との出会い」は、生活再建課題７要素の「つながり（他者
への信頼・市民性・家族関係・世間重視）」、「まち（近所づきあい・地域活動・ま
ちの共有物の認知）」と密接な関係があった。 

     すなわち、家族や世間の人とのつながりや地域との関わりを通じて、重要他者
との出会いがあった人ほど、震災体験を肯定的に評価するようになり、その結果、
生活復興感が向上するという因果関係が確認された。 

     次に、2003 年モデルからの変化についてみると、2003 年モデルでは、「重要他
者との出会い」は、生活復興感の度合いを左右する直接的な要因であったが、2005
年モデルでは、「重要他者との出会い」は、「震災体験の評価」を通じて生活復興
感に間接的に影響を与えるという構造に変化していた。 

     このことから、生活復興感の度合いを左右する安定的な要因としては、「重要他
者との出会い」そのものだけではなく、むしろそうした出会いを通じて、被災者
自身が個々の震災体験を肯定的に評価し、「生きること、人生には意味がある」と
価値づけることが重要な要素であるということが、より明確に浮き彫りになった
といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 2003 年生活復興モデルから 2005 年生活復興モデルへの変化（２） 
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  ③「ポスト震災復興 10 年社会」（平時社会）への移行 
    2003 年生活復興モデルにおいては、生活復興感が高まるにつれて、地域活動への

積極的な参加などの市民意識が薄れる傾向が明らかになったが、2005 年生活復興モ
デルにおいても、生活復興感の向上に伴って、近所づきあいや地域活動への参加が
低下するという傾向は確認され、生活復興感の高まりに伴う「喉元過ぎれば熱さを
忘れる」現象が再度確認された。 
しかしながら、注目すべき点は、①2003 年モデルでは生活復興感と直接的な関係
にあった被災者の「公・共・私型社会意識」（創造的市民社会意識）が、2005 年モデ
ルでは「そなえ（意識）」と「行政との関わり」に分化するとともに、②その「行政
との関わり」と「そなえ（意識）」については、生活復興感との直接的な関連性が見
られなくなったことである。 
すなわち、このことは、2003 年から 2005 年の２年間の間に、被災者の「公・共・
私型社会意識」の根幹にあった共和主義（住民主導）的な意識がかなり低下したこ
とによって、生活復興感と「行政との関わり」、「そなえ（意識）」との間に関連性が
なくなったことを意味する。 
言い替えれば、被災地は、いわば「ポスト震災復興 10 年社会」という、限りなく
平時に近い新たなフェーズ（時間位相）に移行（復帰）したと見なすことができる
（図 3-9 参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-9 2003 年生活復興モデルから 2005 年生活復興モデルへの変化（３） 
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